
０３万の壁』が話題だが、学生を働かせ
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高校無償化、密室で自公維合意

２月２５日、自民、公明、維新の３党が高校

授業料の無償化を軸とする２０２５年度予算案

の修正に合意し、政府予算案が年度内に成立す

る見通しになりました。

合意案では、高校の就学支援金に関し、２５

年度から国公私立で年収を問わず全世帯に年１

１万８８００円を支給します。私立に通う世帯

への支援金は２６年度から所得制限を撤廃し、

支給額の上限を４５万７千円に引き上げます。

教育無償化は多くの国民が要求する課題であ

り、昨年の総選挙でも全主要政党がそれぞれ公

約に掲げていました。この国会でも十分な議論

の中で進められるべき課題だと思います。とこ

ろが公の場で議論せず、密室で駆け引きの材料

にされたことは残念でした。

その他の教育無償化課題は置き去り

無償化の中身についても２５年度は支援金支

給の収入要件撤廃（予算約１千億円）という、

年収９１０万円以上の世帯のみが拡充の対象で

あり、政策の優先順位にも疑問が残ります。

まと、２６年度からの私立高まで含めた追加

支援（約５千億円）は財源も示されていません。

学校給食の無償化も２６年度から小学校で実

現することになりましたが、中学校は時期も示

されていません。制度開始から排除されてきた

朝鮮学校はなお、対象外にされています。

大学など高等教育の支援は「十分な検討を行

い、成案を得ていく」と具体策はなく、当面す

る大学授業料の値上げも放置しています。

私立学校の学費の便乗値上げや公立高校の定

員割れによる統廃合など、「権利としての無償

教育」に逆行する事態も懸念されています。

進学率９９％の高校は「義務教育」

そもそも高校の進学率は９９％であり、社会

的にも「準義務教育」と位置付けられているこ

とから、憲法２６条「義務教育はこれを無償と

する」が適用されるべきです。

また、政府は２０１２年９月、日本政府が批

准した国連人権規約のうち、それまで批准を留

保していた１３条２項（ｂ）（ｃ）の留保を撤

回し、中等・高等教育の無償化を約束していま

す。特に中等教育（ｂ）については、「無償教

育の漸進的な導入により…すべての者に対して

機会が与えられるものとする」注１とされ、当

時の民主党政権では、高校無償化が「社会全体

で支えるもの」とされました。

少子化進めた「所得制限」分断政策

しかし、批准直後に政権交代した自民党安倍

政権は、２０１２年に高校無償化に所得制限を

導入し、２０１４年度入学以降の年収９１０万

円以上の中間層の子どもから高校無償化を奪い、

低所得層の高校生に支援をつけかえたのです。

高校生の学級内を分断させるやり方は、当時

中間層の高校生の進学機会への悪影響や少子化

を進行させる懸念が指摘されましたが、その後

の結果は当時の懸念を証明しています。

無償教育を進める政策議論は１３年前に批准

した国際人権規約に立ち戻って進めるべきです。

2

日経新聞
2025/2/25



想定より１５年早く少子化

２月２７日、厚生労働省は２０２４年に生ま

れた子どもの数（外国人含む）が７２万９８８

人と発表しました。統計を取り始めた１８９９

年以降で最少となり、２０２３年より３万７６

４３人（５.０％）減少し、９年連続最少を更新

しました。

すべての都道府県で減少し、死亡数が出生数

を上回る「自然減」は８９万７６９６人で過去

最大。少子化は政府想定より１５年速いペース

で進み、歯止めがかからない状態です。

日本人だけの出生数は７０万人割れに？

これは人口動態統計の速報値であり、６月ご

ろに発表される日本人だけの出生数は、速報値

との差が２３年と同様の傾向なら、初めて７０

万人を割り、６８万人台になる可能性が

高まっています。

出生数減の要因には、物価高で子育て

への経済的不安が高まったことや、未婚・

晩婚傾向が進んだこと、婚姻数がコロナ

禍以降減少したことなどがあげられてい

ます。

死亡数過去最多 ４年連続更新

一方、２０２４年の死亡数は２万８１

８１人増の１６１万８６８４人で過去最

多に。高齢化に伴い、４年連続で増加していま

す。婚姻数は、前年の速報値から１万７１８組

増加しました。ピークだった７２年は約１０９

万組だったが、２３年は戦後最少の約４８万組

まで減り、依然低迷しています。

無償教育実現が最善の少子化対策

石破首相は記者会見で「少子化対策に注力し

たい」と語りましたが、「異次元の少子化対策」

発表以降も歯止めがかからず、抜本的な見直し

が必要です。内閣府がまとめた「妻の年齢別に

みた、理想のこども数を持たない理由」につい

ても圧倒的に「子育てや教育にお金がかかりす

ぎる」からであり、すべての教育段階の無償化

こそ、少子化対策の一丁目一番地です。
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「３倍化、１５０万円」の「議論深める｝
２０２５年２月２５日、阿部俊子文科大臣は、

文部科学省内の定例記者会見で国立大学の授業料

について「（中教審の）特別部会では、委員から

国立大の授業料を現在の３倍、１５０万円にすべ

きといった意見も出ましたけれども、現時点での

考え方をうかがえますか」という記者からの質問

に対して、「今後、国立大学法人等の機能強化に

向けた検討会におきまして、法人と国、ステーク

ホルダー間での教育研究コストの適切な負担につ

いて議論を深めていただきたいと考えており」と

したうえで、「国立大学の授業料のあり方につき

ましてはこの議論の状況等も踏まえつつ、丁寧に

検討していきたいというふうに思っております」

と答えました。値上げを否定するどころか、「３

倍化、１５０万円」の意見を含めた「適切な負担」

について「議論を深める」と容認する発言です。

大学授業料「無償化」政策と矛盾

政府は２月７日、来年度から３子以上の多子世

帯に対し所得制限なしで大学等修学支援制度の対

象とする法改正案の閣議決定を行いました。しか

し、完全無償化ではなく、国立大学については上

限５４万円までの支援を行うという内容です。東

京大学等がこの４月から授業料を従来の５３万５

８００円から６４万２９６０円に値上げします。

上限まで支援を受けても１０万７１６０円は個人

負担となるので無償化ではなく、まして３倍化で

は負担が倍増します。

「無償教育実現」の公約守れ！
２０２３年１２月２２日に閣議決定された「こ

ども未来戦略」では「高等教育費の負担軽減」が

「喫緊の課題」とされました。昨年の総選挙では

全ての主要政党が高等教育無償化を公約に掲げ、

石破首相は自民党総裁選で「国立大学・高専の授

業料無償化」を掲げました。そもそも日本政府は

２０１２年９月１１日に高等教育無償化を実現す

る国際人権規約の「留保」を撤回し、拘束されて

います。それぞれが掲げた約束を誠実に遂行して

いれば「無償教育」は実現しているはずです。

４

三輪定宣（奨学金の会会長）著作集 全７巻完結
奨学金の会会長である三輪定宣千葉大学名誉教授の著作集全７巻が完結

しました。１９６０年代から２０２３年まで６０年余の教育学論文の集大

成です。三輪先生の専門分

野である教育行政学、教育

財政学、教師教育学、教育

法学、教育政策学などの論

文により、戦後日本の教育

諸問題に対峙した軌跡と未

来への提言・警鐘まとめら

れています。
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第１巻 教育費・教育財政（1969～1994年）

第２巻 教育費・教育財政（1995～2022年）

第３巻 学級規模・学校規模、学校統廃合等

第４巻 教育行政・教育政策

第５巻 教師教育・教師論

第６巻 大学問題・教育用語

第７巻 諸分野・自叙伝・業績一覧

第1巻； 6000円
第2巻； 8000円
第3巻； 8000円
第4巻；10000円
第5巻；10000円
第6巻； 5500円
第7巻；10000円


